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平成 16 年 ３ 月期   個別中間財務諸表の概要         平成15年11月20日 
 

上 場 会 社 名        日本風力開発株式会社                     上場取引所     東証マザーズ 
コ ー ド 番 号         ２７６６                                    本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.jwd.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名  塚脇 正幸 
問合せ先責任者 役職名 代表取締役専務  氏名  大内 勝樹     ＴＥＬ (03)3519－7250 
決算取締役会開催日 平成15年11月20日        中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成－年－月－日     単元株制度採用の有無  無 
 
１． 15 年９月中間期の業績(平成 15 年４月１日～平成 15 年９月 30 日) 

(1)経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年９月中間期 898 126.4 △77 － △79 －

14年９月中間期 396 － △180 － △190 －

15年３月期 4,113 262 273 

 
 

中間（当期）純利益 1 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

 百万円 円 銭

15年９月中間期 △47 △2,069.01

14年９月中間期 △193 △9,876.41

15年３月期 174 8,851.06

(注) ①期中平均株式数 15年９月期 23,157株  平成14年９月期 19,596株  15年３月期 19,771株 
②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 

 円 銭  円 銭

15年９月中間期 0円0銭 0円0銭

14年９月中間期 0円0銭 0円0銭

15年３月期 0円0銭 0円0銭

 
(3)財政状態                                （百万円未満切捨） 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

15年９月中間期 2,480 1,695 68.4 73,228円82銭

14年９月中間期 1,411 719 51.0 36,648円79銭

15年３月期 2,602 1,743 67.0 75,297円83銭

(注) ①期末発行済株式数 15年９月中間期 23,157株 14年９月中間期 19,632株 15年３月期 23,157株 
     ②期末自己株式数   15年９月中間期       0株 14年９月中間期       0株 15年３月期       0株 
  
２．16年３月期の業績予想(平成15年４月１日～平成16年３月31日) 

１株当たり年間配当金 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 5,285 450 261 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 11,270円89銭 

 
※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は、平成15年９月期決算短信（連結）の添付資料８

ページをご参照ください。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  401,824 506,950 1,022,086 

２．売掛金  50,980 229,249 202,180 

３．たな卸資産  99,587 71,295 58,312 

４．前渡金  107,844 － － 

５．短期貸付金  305,102 749,285 504,577 

６．未収入金  － 116,443 203,827 

７．その他 ※４ 56,197 132,947 48,659 

流動資産合計   1,021,535 72.4 1,806,171 72.8  2,039,644 78.4

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1)建物  1,151 1,047 1,099 

(2)機械及び装置  17,217 11,859 14,538 

(3)車両運搬具  － 1,024 1,392 

(4) 工具、器具及び
備品 

 2,001 1,315 1,659 

有形固定資産合計  20,370 15,246 18,690 

２．無形固定資産  137 21,418 2,225 

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券  15,000 44,400 34,900 

(2)関係会社株式  339,201 377,001 346,201 

(3)長期貸付金  － 147,460 147,460 

(4)その他  14,945 69,062 12,990 

投資その他の資産
合計 

 369,146 637,923 541,551 

固定資産合計   389,654 27.6 674,588 27.2  562,467 21.6

資産合計   1,411,190 100.0 2,480,759 100.0  2,602,111 100.0
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前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  3,219 190,182 118,794 

２．短期借入金  476,000 564,800 620,000 

３．未払法人税等  553 2,042 107,500 

４．前受金  186,500 － － 

５．その他  5,428 27,974 12,144 

流動負債合計   671,701 47.6 784,999 31.6  858,439 33.0

Ⅱ 固定負債    

１．社債  20,000 － － 

固定負債合計   20,000 1.4 － －  － －

負債合計   691,701 49.0 784,999 31.6  858,439 33.0
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前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   614,700 43.6 876,871 35.4  876,871 33.7

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  363,750 757,228 757,228 

資本剰余金合計   363,750 25.8 757,228 30.5  757,228 29.1

Ⅲ 利益剰余金    

１．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

 △258,960 61,659 109,571 

利益剰余金合計   △258,960 △18.4 61,659 2.5  109,571 4.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  － －  －

Ⅴ 自己株式   － －  －

資本合計   719,489 51.0 1,695,759 68.4  1,743,671 67.0

負債資本合計   1,411,190 100.0 2,480,759 100.0  2,602,111 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※５  396,610 100.0 898,043 100.0  4,113,639 100.0

Ⅱ 売上原価   379,283 95.6 787,774 87.7  3,515,363 85.5

売上総利益   17,326 4.4 110,268 12.3  598,276 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  197,540 49.8 187,429 20.9  335,398 8.1

営業利益又は営業
損失（△） 

  △180,213 △45.4 △77,160 △8.6  262,877 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  7,303 1.8 16,785 1.9  99,883 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  17,836 4.5 18,955 2.1  89,113 2.2

経常利益又は経常
損失（△） 

  △190,746 △48.1 △79,329 △8.8  273,647 6.6

Ⅵ 特別利益   － － － －  － －

Ⅶ 特別損失 ※３  2,237 0.6 － －  2,237 0.0

税引前中間純損失
（△）又は税引前
当期純利益 

  △192,984 △48.7 △79,329 △8.8  271,410 6.6

法人税、住民税及
び事業税 

 553 1,482 107,500 

法人税等調整額  － 553 0.1 △32,899 △31,417 △3.5 △11,084 96,415 2.3

中間純損失（△）
又は当期純利益 

  △193,538 △48.8 △47,912 △5.3  174,994 4.3

前期繰越利益   △65,422 109,571  △65,422

中間配当額   － －  －

中間配当に伴う利
益準備金積立額 

  － －  －

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  △258,960 61,659  109,571
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１． 資産の評価基準及び評

価方法 

 

 

 

 

 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

同 左 

 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

同 左 

 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法

商品 

移動平均法による原価法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

 

(2)たな卸資産 

貯蔵品 

同 左 

商品 

    同 左 

未成工事支出金 

    同 左 

 

(2)たな卸資産 

貯蔵品 

同 左 

商品 

    同 左 

未成工事支出金 

    同 左 

 

２．固定資産の減価償却の

方法 

 

 

 

(1）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産

については、3年間均等償却に

よっております。なお、主な

耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物   

機械及び装置 

15年  

4年  

 

(1)有形固定資産 

同 左 

(1)有形固定資産 

同 左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内の利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

 

(2)無形固定資産 

同 左 

 

(2)無形固定資産 

同 左 

 

 (3)長期前払費用 

均等償却によっております。 

 

 

 

(3)長期前払費用 

同 左 

(3)長期前払費用 

同 左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

（1）貸倒引当金 

同 左 

（1）貸倒引当金 

同 左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 

 

同 左 

 

 

同 左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。為替変動リスクの

ヘッジについては振当処理を

採用しております。 

 

（1）ヘッジ会計の方法 

同 左 

 

（1）ヘッジ会計の方法 

同 左 

 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約をヘッジ手段と

し、外貨建ての輸入予定取引

をヘッジ対象としておりま

す。 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

 

 

 

（3）ヘッジ方針 

外貨建て輸入予定取引の為

替変動リスクをヘッジするた

めに、為替予約を利用するこ

ととし、ヘッジ手段である為

替予約は、ヘッジ対象である

外貨建ての輸入予定取引の範

囲内で行なうこととしており

ます。 

（3）ヘッジ方針 

同 左 

 

（3）ヘッジ方針 

同 左 

 

 （4）有効性評価の方法 

ヘッジ手段がヘッジ対象で

ある予定取引の重要な条件と

ほぼ同一であり、ヘッジ開始

時、及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するもの

であると想定できるため、

ヘッジの有効性の判定を省略

しております。 

 

（4）有効性評価の方法 

同 左 

 

（4）有効性評価の方法 

同 左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

（1）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理方法は、税抜方式に

よっております。 

 

（1）消費税等の処理方法 

同 左 

 

（1）消費税等の処理方法 

同 左 

 

 （2）自己株式および法定準備金

の取崩等に関する会計基準 

          

（2）自己株式および法定準備

金の取崩等に関する会計基準 

          

（2）自己株式および法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計

基準第１号）が平成14年４月１日

以後に適用されることになったこ

とに伴い、当事業年度から同会計

基準によっております。これによ

る当事業年度の損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の資本の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成し

ております 

 

 

（3）１株当たり情報 

           

（3）１株当たり情報 

           

（3）１株当たり情報 

 「1株当たり当期純利益に関する

会計基準（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）が平成

14年４月１日以後開始する事業年

度に係る財務諸表から適用される

ことになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準および適用指

針によっております。なお、これ

による影響については、「１株当

たり情報に関する注記」に記載し

ております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 

 （自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

               

 

 

 

 

 

（中間貸借対照表） 

 「未収入金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間期末において資産の総額の

100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間期末の「未収入金」の金額は33,913千円であり

ます。 
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追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

（損益計算書関係） 

風力発電施設開発に係る風況調査費、人

件費等につきましては、前期より風力発電

事業会社にも負担してもらうというビジネ

スモデルの見直しを行ないました。この結

果、当中間会計期間の損益計算書では、売

上高34,744千円及び売上原価20,893千円を

計上しております。なお、前事業年度にお

いては、このビジネスモデルに関連する売

上高及び売上原価の計上はございません。 

 

             （損益計算書関係） 

風力発電施設開発に係る風況調査費、人件

費等につきましては、前期より風力発電事

業会社にも負担してもらうというビジネス

モデルの見直しを行ないました。この結

果、当期の損益計算書では、売上高

185,062千円及び売上原価130,760千円を計

上しております。なお、前期においては、

このビジネスモデルに関連する売上高及び

売上原価の計上はございません 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

 当中間会計期間から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」（企業

会計基準第１号）を適用しております。こ

れによる当中間会計期間の損益に与える影

響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、中間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

10,820千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

18,183千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,739千円 

 

２ 偶発債務 

保証債務 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

２ 偶発債務 

保証債務 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

２ 偶発債務 

保証債務 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦

風力開発㈱ 

145,000 借入

債務 

計 145,000 － 

 

 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦

風力開発㈱ 

132,820 借入

債務 

計 132,820 － 

 

 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦

風力開発㈱ 

138,620 借入

債務 

計 138,620 － 

 

３ 受取手形割引高   200,000千円 

 

３            ３            

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

 

※４ 消費税等の取扱い 

 

同 左 

※４ 消費税等の取扱い 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息        4,057千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       16,249千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       13,000千円 

販売報奨金       83,609千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息     9,036千円 

株式公開関連費用 7,848千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息     6,752千円 

ＩＲ関連費用     10,982千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      16,305千円 

株式公開関連費用 64,596千円 

※３ 特別損失の内訳 

プロジェクト整理損失 2,237千円 

※３            

 

※３ 特別損失の内訳 

プロジェクト整理損失 2,237千円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産     3,493千円 

無形固定資産       22千円 

 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産     3,444千円 

無形固定資産      806千円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産     7,412千円 

無形固定資産       49千円 

※５ 当社の売上高は、通常の営業形態と

して、下半期に風力発電機の販売が集

中するため、事業年度の上半期と下半

期の売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変

動があります。 

 

※５       同 左 ※５            
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

4,704 522 4,181 

その他 1,007 111 895 

合計 5,711 634 5,077 

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具、器具及
び備品 

30,126 3,200 26,926

その他 1,007 447 559

合計 31,134 3,648 27,486

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

工具、器具及
び備品 

4,704 1,306 3,397

その他 1,007 279 727

合計 5,711 1,586 4,125

  
(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 1,841千円

１年超 3,276千円

合計 5,117千円
  

 
１年内 8,733千円

１年超 19,344千円

合計 28,077千円
  

 
１年内 1,886千円

１年超 2,321千円

合計 4,208千円
  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 
支払リース料 684千円

減価償却費相当額 634千円

支払利息相当額 90千円
  

 
支払リース料 1,647千円

減価償却費相当額 2,061千円

支払利息相当額 94千円
  

 
支払リース料 1,710千円

減価償却費相当額 1,586千円

支払利息相当額 206千円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同 左 

(5)利息相当額の算定方法 

同 左 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

（ 自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 

（ 自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

前事業年度 

（ 自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 36,648円79銭

１株当たり中間純損失金額 9,876円41銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
－

  

 
１株当たり純資産額 73,228円82銭

１株当たり中間純損失金額 2,069円01銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
－

  

 
１株当たり純資産額 75,297円83銭

１株当たり当期純利益金額 8,851円06銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
8,831円99銭

  

潜在株式調整後1株当たり中間純利益につ

いては、ストックオプション制度導入に伴

う新株引受権残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていな

いため期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

潜在株式調整後1株当たり中間純利益につ

いては、1株当たり中間期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

当事業年度から「1株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２

号）及び「1株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）を適用しております。

なお、同会計基準及び適用指針を前事業

年度に適用して算定した場合の１株当た

り情報については、以下のとおりとなり

ます。 

  
 

１株当たり純資産額 139,892円19銭

１株当たり当期純利益金

額 
6,716円33銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
  

 

 

 当社は、平成14年７月11日付で株式１

株につき３株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

  
 

１株当たり純資産額 46,630円73銭

１株当たり当期純利益金

額 
2,238円77銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
  

（追加情報） 

当中間会計期間から「1株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２

号）及び「1株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。なお、

これによる影響は軽微であります。 
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（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） △193,538 △47,912 174,994 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
△193,538 △47,912 174,994 

期中平均株式数（株） 19,596 23,157 19,771 

   

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
－ － － 

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － 43 

（うち新株予約権） － － 43 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

①平成12年４月24日付臨時

株主総会決議による旧商法

第280条ノ19第１項の規定

に基づく新株引受権の目的

となる株式の数 276株 

②平成14年７月22日付臨時

株主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

1,000株 

①平成12年４月24日付臨時

株主総会決議による旧商法

第280条ノ19第１項の規定

に基づく新株引受権の目的

となる株式の数 276株 

②平成14年７月22日付臨時

株主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

1,000株 

③平成15年６月23日付定時

株主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

300株 

－ 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（ 自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 

（ 自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

前事業年度 

（ 自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

１．子会社の設立 

平成14年７月29日開催の取締役会におい

て、次のとおり当社100％子会社を設立する

ことを決議し、平成15年１月27日に設立いた

しました。 

１．子会社の設立 

 平成15年５月14日開催の取締役会におい

て、次のとおり子会社を設立することを決議

し、平成15年５月15日に設立いたしました。 

渥美風力開発㈱ 西日本風力開発㈱ 

(1)設立年月日 平成15年１月27日 (1)設立年月日 平成15年５月15日 

(2)資本金 10,000千円 (2)資本金 20,000千円 

(3)所在地 愛知県渥美郡渥美町 (3)所在地 福岡県福岡市中央区 

(4)事業内容 風力発電所開発、風力発

電による売電事業 

(4)事業内容 九州地区における風力発

電事業の開発 

(5)出資比率 100％ 

１．公募による新株式の発行 

  平成15年９月16日開催の当社の取締役会決議に基

づき下記のとおり新株式を発行し、平成15年10月９日に

払込が完了いたしました。 

  また、本公募増資に関連し、当社株主より当社普通株

式を賃借した日興シティグループ証券会社が売出人とな

り、当社普通株式525株の売出し（以下「オーバーアロット

メントによる売出し」という。）を行いました。このオーバー

アロットメントによる売出しに関連して、平成15年9月16日

開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当増

資を決議し、平成15年11月７日に払込が完了いたしまし

た。 

  この結果、平成15年10月10日付で資本金は

1,699,966千円、発行済株式総数は26,157株となり、平成

15年11月８日付で資本金は1,844,008千円、発行済株式

総数は26,682株となりました。 

 

１．公募増資による新株式の発行 

（1）発行した株式の種類及び数 

      当社普通株式       3,000株 

（2）発行価格  

      １株につき        584,910円 

（3）発行価額 

      １株につき        548,730円 

（4）資本組入額 

      １株につき        274,365円 

（5）発行価額の総額    1,646,190,000円 

（6）払込期日        平成15年10月９日 

（7）配当起算日       平成15年10月１日 

 

２．第三者割当増資 

（1）発行した株式の種類及び数 

  当社普通株式       525株 

（2）発行価格  

      １株につき       584,910円 

（3）発行価額 

      １株につき       548,730円 

（4）資本組入額 

      １株につき       274,365円 

（5）発行価額の総額    288,083,250円 

（6）払込期日      平成15年11月７日 

（7）配当起算日     平成15年10月１日  

(5)出資比率 50％ 

 

 


